
人事行政の運営等の状況 
  

下野市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 18年条例第 26号）第 4条の規定

により、職員の給与などの状況を公表します。 

 

 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 

（１）採用試験の実施状況 

令和 3年度実施 

試験区分 受験者(人) 1次合格(人) 2次合格(人) 最終倍率(倍) 

一般事務職 61 32 14 4.4 

一般事務職 
(障がい者対象) 0 0 0 － 

土木・建築技師 2 2 2 1.0 

保健師 3 3 1 3.0 

社会福祉士 2 2 2 1.0 

保育士 2 2 1 2.0 

合計 70 41 20 3.5 

 

 

（２）採用の状況 

令和 3年 4月 2日～令和 4年 4月 1日採用  

区分 職種等 採用者(人) 

試験 

一般事務職 13 

土木・建築技師 1 

保健師 1 

社会福祉士 1 

保育士 1 

計 17 

選考 

派遣 2 

再任用 18 

特定任期付 1 

 

 

（３）退職の状況 

令和 3年度退職者             

区  分 退職者(人) 

定年退職 7 

早期退職 3 

普通退職 1 

再任用満了 8 

 

  



（４）各部門別職員数の状況（4月 1日現在）  

区  分 
令和 2年 令和 3年 

職員数(人) 前年比 職員数(人) 前年比 

一般行政 

議 会 6 0 6 0 

総 務 95 2 99 4 

税 務 25 ▲1 25 0 

民 生 81 4 84 3 

衛 生 27 3 28 1 

農 水 17 0 17 0 

商 工 12 2 11 ▲1 

土 木 36 2 37 1 

小 計 299 12 307 8 

特別行政 
教 育 63 0 59 ▲4 

小 計 63 0 59 ▲4 

公営企業等 

水 道 8 1 8 0 

下水道 8 0 8 0 

その他 16 ▲1 16 0 

小 計 32 0 32 0 

総合計 394 12 398 4 

※職員数は、一般職に属する職員数で、短時間勤務の再任用職員や、非常勤職員等を 

除いています。 

 

 

（５）定員適正化計画による数値目標と推移 

区 分 H29 H30 H31 R2 R3 

計画職員数(人) 372 388 390 395 399 

実績職員数(人) 382 386 382 394 398 

前 年 差(人) ▲7 4 ▲4 12 4 

 

 

 

２．職員の給与に関する状況            

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 歳出額 (A) 人件費 (B) 人件費率（B／A） 

令和 2年度 340億 3,690万円 36億 6,884万円 10.8％ 

※人件費には、職員給与のほか三役、市議会議員、各種委員などの特別職に支給される 

給料、報酬、共済費等を含みます。 

 

（２）職員給の内訳（普通会計決算）  

区 分 給 料 職員手当 期末勤勉手当 

令和 2年度 12億 8,940万円 2億 9,251万円 5億 3,711万円 

 

  



 

（３）職員手当の状況  （令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 支給額等 

期末手当 

勤勉手当 

（支給割合） 

◎一般職員（特定幹部職員） 

期末手当     勤勉手当 

6 月期  1.3（1.1）月分  0.95（1.15）月分 

12月期  1.25（1.05）月分  0.95（1.15）月分 

計   2.55（2.15）月分  1.9（2.3）月分 

職責上の段階、職務の級等による加算措置 有 

退職手当 

（支給率）     

       自己都合    応募認定・定年 

勤続 20 年    19.6695 月分   24.586875 月分 

勤続 25 年    28.0395 月分   33.27075月分 

勤続 35 年    39.7575 月分    47.709月分 

最高限度額     47.709 月分    47.709月分 

【その他加算措置】  早期募集（2～45%加算） 

           退職時特別昇給 無 

地域手当 ・支給率 6％ 

管理職手当 
・部長･･････66,800 円  ・次長･･････57,800円 

・参事･･････57,800 円  ・課長･･････46,800円 

・課長補佐･･･36,800 円  ・主幹･･････28,600円 

扶養手当 
・子        10,000円 

・子以外の扶養親族  6,500円 

・満 16歳の年度初めから満 22歳の年度末までの子 5,000円を加算 

住居手当 ・借家（家賃が 16,000 円以上の者）最高 28,000 円まで 

通勤手当 
・交通機関･･･支給限度 55,000円／月 

・交通用具･･･片道 2 ㎞から 60㎞までの 31区分を 

3,100 円から 32,000 円まで 

特殊 

勤務手当 

・市 税 の 滞 納 整 理   300 円 /日  

・用地建物移転交渉   500 円 /日  

・感 染 症 防 疫 作 業  4,000 円 /日  

・生 活 保 護 業 務  3,000 円 /月  

・行 旅 死 亡 人 事 務  5,000 円 /回  

・犬 猫 等 死 体 処 理   400 円 /体  

・行 旅 病 人 事 務  1,000 円 /日  

・災 害 応 急 作 業   500 円 /日  

・精神障害者保護業務   500 円 /日  

時間外 

勤務手当 

右記以外 午後 10 時～午前 5時 

通常勤務日   125／100   150／100 

週休日・休日  135／100   160／100 

（週休日・休日勤務の場合は、原則として振替休・代休で対応） 

 

（４）ラスパイレス指数の状況 （令和 3年 4月 1日現在） 

職種 下野市 県内市平均 

一般行政職 99.1 99.3 

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水準 

を表します。 



（５）職員の平均給料月額、平均年齢の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

301,893円 40.1歳 286,821円 55.6歳 

※一般行政職とは、行政事務に携わる職種です。技能労務職とは、自動車運転手、学校公仕

などの職種です。 

 

（６）職員の経験年数別給料月額の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 経験年数 10～14年 経験年数 15～19年 経験年数 20～24年 

一般行政職(大学卒) 260,500円 321,700円 368,700円 

 

（７）職員の初任給の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 初 任 給 

一般行政職 

大学卒 182,200円 

短大卒 165,900円 

高校卒 154,900円 

技能労務職員 高校卒 147,900円 

 

（８）一般行政職の級別職員数の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

標準的な職務 主事 主事 主査 副主幹 
課長補佐 

主幹 
課長 

参事 

課長 
部長  

職員数(人) 53 44 48 16 79 15 9 9 273 

構成比(％) 19.4 16.1 17.6 5.9 28.9 5.5 3.3 3.3 100 

 

（９）特別職の報酬等の状況（令和 3年 4月 1日現在） 

区 分 報酬等月額 
期末手当 

退職手当 
6月 12月 合計 

市 長 940,000円 1.70月分 1.65月分 3.35月分 給与月額×在職月数×0.42 

副市長 740,000円 1.70月分 1.65月分 3.35月分 給与月額×在職月数×0.25 

教育長 660,000円 1.70月分 1.65月分 3.35月分 給与月額×在職月数×0.21 

議 長 470,000円 

1.70月分 1.65月分 3.35月分 ― 副議長 380,000円 

議 員 350,000円 

 

  



３ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

（１）職員の勤務時間（標準的なもの） 

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間 45分 8：30 17：15 12：00～13：00 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（一般職） 

年度 平均取得日数 消化率 

令和 3年度 13.4日 35.3 % 

 

（３）休暇制度の概要 

休暇の種類 要件、日数など 

年次有給休暇 年間付与 20日＋前年繰越 20日＝40日上限 

病気休暇 90日以内 

特別休暇 
（主なもの） 

ボランティア休暇 5日以内 

結婚休暇 5日以内 

不妊治療休暇 5日（10日）以内 

産前休暇 8週間 

産後休暇 8週間 

妻の出産休暇 2日以内 

妻の出産時の子の養育休暇 5日以内 

子の看護休暇 5日（10日）以内 

忌引 1日～7日 

夏季休暇 5日以内 

介護休暇 最大 6か月（無給） 

組合休暇 年に 30日以内（無給） 

 

４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

（１）分限処分者数（令和 3年度）                     （単位：人） 

区 分 降任 免職 休職 降給 

処分者数（心身の故障） 0 0 12 0 

 

（２）懲戒処分者数（令和 3年度）              （単位：人） 

 

     

 

  

区 分 戒告 減給 停職 免職 

処分者数（法令違反） 1 0 0 0 



 

５ 職員の服務の状況 

地方公務員には、全体の奉仕者として守らなければならない義務が次のように定められており、服

務規律確保のために研修啓発通達等を行っています。 

① 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 

② 信用及び名誉を守る義務 

③ 秘密を守る義務 

④ 職務に専念する義務 

⑤ 一定の政治的行為を行わない義務 

⑥ 争議行為等を行わない義務 

⑦ 営利企業等の従事制限 

 

 

６ 職員の研修・勤務成績の評定の状況 

地方分権の新しい時代を迎え、地方自治体が社会情勢の変化に柔軟かつ弾力的に対応できる職員を育

成するため、職員の研修を行っています。 

（１）研修開催状況（令和 3年度） 

区 分 小山地区職員研修 栃木県市町村職員研修 

研修数 16 30 

参加人数 231 65 

 

（２）主な研修 

新採用、初級、接遇、公務員倫理、仕事の効率アップ、プレゼンテーション、組織リーダー、職場

リーダー、管理監督者、職員力向上、リスクマネジメント、ファシリテーション、政策形成、メンタ

ルヘルス、パワハラ防止、クレーム対応、法務基礎、講師養成講座など 40種類以上の研修科目が用意

されています。また、下野市主催のメンタルヘルス、パワハラ、コンプライアンス、人事評価研修等

を必要に応じて行っています。 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）共済・退職手当の事業主負担金について（令和 2年度） 

区 分 栃木県市町村職員共済組合 栃木県市町村総合事務組合 

負担額 48,628万円 25,210万円 

負担金率 
給料月額(賞与)×195.7233/1000

（40歳以上の場合） 
給料月額×167/1000 

 

（２）職員互助会について 

会の名称 市補助金 一人当りの会費 

下野市職員互助会 なし 600円/月 

 

 



（３）職員の健康診断の実施状況 

実施事業 令和 3年度受診者数 

健康診断 313人 

人間ドック 144人 

婦人科検診 125人 

 

（４）公務災害等の発生状況       

種 類 令和 3年度認定件数 

通勤災害 0 

公務災害 2 

 

（５）育児休業の取得状況 

 令和 3年度 

区 分 新規対象者数 新規取得者数 

男 性 4人 3人 

女 性 7人 7人 

※育児休業期間は、子が 3歳に達する日まで取得可（期間中無給） 

 

（６）利益の保護の状況 

内   容 実績 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求 無 

職員に対する不利益や処分についての不服申立て 無 

 

 

 

８  職員の退職管理の状況 

部長または課長に相当する職員の再就職状況（令和 4年 4月 1日現在） 

離職時の役職 離職年月日 再就職先の名称・役職 再就職年月日 

市民生活部長 令和 4年 3月 31日 
公益社団法人下野市農業

公社 事務局長 
令和 4年 4月 1日 

健康増進課長 令和 4年 3月 31日 
一般社団法人グリムの里

いしばし 事務局長 
令和 4年 4月 1日 

建設水道部長 平成 30年 3月 31日 
ゴールド栃木プレジデン

トカントリークラブ 
令和 4年 4月 1日 

スポーツ振興課長 平成 31年 3月 31日 
株式会社日本ウォーター

テックス 
令和 4年 4月 1日 

会計管理者 平成 31年 3月 31日 
株式会社都市開発コンサ

ルタント 
令和 4年 4月 1日 



 
 

 

9　等級及び職制上の段階ごとの職員数（令和4年4月1日現在）
（1）行政職給料表（一）

（人）（％） 職名 （人）（人）（％） 段階
主事 58

技師 9

保育士 4

保健師 2

社会福祉士 2

主事 46

技師 2

保育士 2

保健師 2

社会福祉士 1

管理栄養士 1

臨床心理士 1

主査 58

技師 4

保育士 5

保健師 7

管理栄養士 1

園長 1

副主幹 15

技師 1

保育士 9

保健師 1

課長補佐 37

室長 2

主幹 46

技師 3

館長 6

所長 1

園長 3

保育士 12

保健師 6

管理主事 1

指導主事 5

課長 17

局長 1

課長 9

局長 1

部長 6

局長 1

次長 1

会計管理者 1

合　　　計 391 100.0%

職名 職制上の段階

1級 定型的な業務を行う職務 75 19.2%

130

2級 高度な知識又は経験を必要とする業務を行う職務 55 14.1%

等級 基準となる職務
合計

76 19.4% 76 19.4%

33.2% 係員級

主査級

4級 副主幹の職務 26 6.6% 26 6.6% 副主幹級

3級 主査の職務

5級

1　困難な業務を行う本庁の課長補佐又は委員会等
の事務局の局長補佐の職務
2　本庁の主幹又は委員会等の事務局の主幹の職務
3　出先機関の長の職務

122 31.2% 122 31.2% 主幹級

6級
1　本庁の課長又は委員会等の事務局の長の職務
2　困難な業務を行う出先機関の長の職務

18 4.6%

28 7.2% 課長級

7級
困難な業務を行う本庁の課長又は委員会等の事務
局の長の職務

9 2.3% 部長級

10 2.6%

8級

1　部長の職務
2　議会事務局長の職務
3　教育次長の職務
4　会計管理者の職務

9 2.3%

（2）行政職給料表（二）

（人）（％） 職名 （人）

1級
技能職員若しくは労務職員(甲)又は労務職
員(乙)の職務 0 0.0% 0

2級
技能職員若しくは労務職員(甲)又は相当の
経験を必要とする労務職員(乙)の職務 0 0.0% 0

運転手 1

管理員 3

公仕 4

運転手 1

公仕 3

合　　　計 12 100.0%

【技能職員とは】
ア　電話交換手等の業務に従事する者
イ　調理師等の家政的業務に従事する者
ウ　自動車運転手の業務に従事する者

【労務職員(甲)とは】

【労務職員(乙)とは】

等級 基準となる職務
合計 職名

3級

相当の技能若しくは経験を必要とする技能
職員又は相当の経験を必要とする労務職員
(甲)の職務又は特に経験を必要とする労務
職員(乙)の職務

8 66.7%

エ　アからウまでに準ずる技術的業務に従事する者

　守衛、巡視等監視、警備等の業務に従事する者

　用務員、給仕等庁務に従事する者及び労務作業員等労務に従事する者

4級
特に経験を必要とする技能職員又は特に経
験を必要とする労務職員(甲)の職務

4 33.3%


